
施策名：未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進

事業名 担当課・室名

企業立地促進事業 企業立地推進課 1 / 3

流通拠点整備推進事業 企業立地推進課 2 / 3

離島等サテライトオフィス整備推進事業 企業立地推進課 3 / 3
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（事業実施年度：平成３０年度）

（評価実施年度：令和元年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

廃止

・企業の雇用情勢や投資傾向の変化に応える企業誘致の推進
・柔軟な働き方を求める女性やＵＩＪターン希望者のニーズに応える多様な雇用の場の創出
・離島等の条件不利地域への企業誘致
・ＩｏＴやＡＩなど新たな価値を生み出す分野の企業誘致

・域内での調達が高まっている自動車関連企業における県内投資を推進
・市場規模が拡大傾向にあるＢＰＯ・コールセンター等の誘致を推進
・離島等の条件不利地域への企業誘致を実現するため、ＩＴ企業等のサテライトオフィスの誘致を推進
・ＩｏＴやＡＩなど新たな価値を生み出す分野への企業訪問を強化

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続

25

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　59件の企業立地があり、産業の集積が促進された。実績値 55 59

達成率 220.0% 236.0%

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 達成率

活動指標

企業誘致件数（件）

目標値 25 25

実績値 実績値
目標値目標値

達成率 136.0% 132.8% 達成率
実績値

a

最終達成
(　　年度)

企業訪問件数（件）
目標値 1,000 1,100 1,100

100%
目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度

実績値 1,360 1,461

912,368 1,187,167

計 1,211,479 職員数（人） 0.20 0.20 0.20

④ 人件費 2,000 2,000 2,000

元年度(予算)

①設備投資に要する経費を助成（計17件）
　・産業立地促進補助金（6件）
　・オフィス系企業誘致促進補助金（9件）
　・大規模投資促進事業費補助金（1件）
　・本社機能企業誘致促進補助金（1件）

【参考】企業訪問（1,461件）
　　　　企業訪問を通じて、補助制度等のインセンティブを説明し立地を促進

① 1,211,479 総コスト 386,986 914,368 1,499,167

②

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２９年度(決算) ３０年度(決算)

事業費 384,986 912,368 1,497,167

③ (うち一般財源) 384,986

［１．現状・課題、目的］

現状
・
課題

　人口減少社会において、地域経済の活性化を図るためには、優良企業を誘致
し、地場企業の競争力を強化していくことが重要であるが、企業誘致の地域間競
争が激化していることから、より一層の戦略的、効果的な推進が不可欠である。

事業の目的
　県外企業や戦略産業対象分野の地場企業による県内投資の促進を図るため、企業立地を推進す
る。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 企業立地推進課 評価者 企業立地推進課長　高野　信一

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 企業立地促進事業 事業期間 昭和 ６１ 年度 ～ 令和 年度



（事業実施年度：平成３０年度）

（評価実施年度：令和元年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

廃止

・流通関連企業及び加工組立型企業への誘致活動並びに流通業務団地の積極的なＰＲによる早期分
譲

・物流関連企業等への訪問により引き続き企業誘致活動を推進

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続

359,443 470,432

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　これまでに347,111㎡を分譲した結果、分譲率73.8％(1､2工区ベースでは83.9％)となっている。実績値 304,638 347,111

達成率 125.8% 132.0%

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度 最終達成
(１０年度)

事業の成果

達成率 達成率

活動指標

流通業務団地累計分譲面積
（㎡）

目標値 242,200 262,900

実績値 実績値
目標値目標値

達成率 136.0% 132.8% 達成率
実績値

a

最終達成
(　　年度)

企業訪問件数（件）
目標値 1,000 1,100 1,100

100%
目標値

最終達成
(１５年度)

指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度

実績値 1,360 1,461

134,975 474,121

計 189,191 職員数（人） 0.20 0.20 0.20

④ 人件費 2,000 2,000 2,000

元年度(予算)

①流通拠点整備推進事業
　大分流通業務団地に立地した企業に対する補助（3件）

【参考】企業訪問（1,461件）
　　　　企業訪問を通じて、補助制度・立地条件等の大分流通業務団地の優位性を説明し
　　　　分譲を促進

① 189,191 総コスト 254,619 136,975 1,476,121

②

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２９年度(決算) ３０年度(決算)

事業費 252,619 134,975 1,474,121

③ (うち一般財源) 252,619

［１．現状・課題、目的］

現状
・
課題

　大分流通業務団地の対象である物流関連企業や加工組立型企業は、労働力人口
の減少等による人手不足や企業間競争の激化によるコスト削減の圧力の高まりや
高速道路網の進展を背景に、拠点の再編・集約を進めており、企業誘致における
地域間競争はますます熾烈になっている。

事業の目的 　県内外の流通関連企業等の集積を進めるため、大分流通業務団地への立地を促進させる。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 企業立地推進課 評価者 企業立地推進課長　高野　信一

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 流通拠点整備推進事業 事業期間 平成 ８ 年度 ～ 令和 １５ 年度



（事業実施年度：平成３０年度）

（評価実施年度：令和元年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

廃止

・整備したオフィス等の施設を核とした企業の誘致
・誘致した企業の定着支援

・市町村と連携した条件不利地域等での更なるオフィス整備
・市町村と連携した条件不利地域等への企業誘致の推進

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続

4 4

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a
　３０年度は姫島村にコワーキングスペース、佐伯市宇目にサテライトオフィスが整備され、今後
の企業誘致の基盤が整備されるとともに、２９年度に本事業で整備した国東市サテライトオフィス
にも新たにＩＴ企業が進出するなど、大きな成果があった。

実績値 2 3

達成率 200.0% 150.0%

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度 最終達成
(元年度)

事業の成果

達成率 達成率

活動指標

離島等条件不利地域への企業
誘致累計件数（件）

目標値 1 2

実績値 実績値
目標値目標値

達成率 136.0% 132.8% 達成率
実績値

a

最終達成
(　　年度)

企業訪問件数（件）
目標値 1,000 1,100 1,100 1,100

100%
目標値

最終達成
(元年度)

指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度指標名（単位） 達成度 ２９年度 ３０年度 元年度

実績値 1,360 1,461

17,227 50,000

計 30,000 職員数（人） 0.20 0.20 0.20

④ 人件費 2,000 2,000 2,000

元年度(予算)

①サテライトオフィス整備推進補助金
　サテライトオフィスを整備する市町村に対し助成（1件）
　【補助率】
　　・離島等：2/3（上限2,000万円）
　　・上記を除く財政力指数0.67未満の市町村：1/2（上限1,500万円）

【参考】企業訪問（1,461件）
　　　　企業訪問を通じて、補助制度・サテライトオフィスの優位性を説明し立地を促進

① 30,000 総コスト 30,644 19,227 52,000

②

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２９年度(決算) ３０年度(決算)

事業費 28,644 17,227 50,000

③ (うち一般財源) 28,644

［１．現状・課題、目的］

現状
・
課題

　県内の企業立地状況は好調なものの、立地の約8割が県北地域と大分市に集中し
ており、人口減少が顕著な条件不利地等では立地が進んでおらず、また、こうし
た条件不利地域には誘致に適したオフィス等もなく、対策が求められる。

事業の目的
　ＩＴ関連企業等、オフィス系企業の立地を促進するため、サテライトオフィスを整備する市町
村を支援し、企業へのインセンティブを高め、雇用の創出による人口減少対策及び県内産業の活
性化を図る。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

施策区分 未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 企業立地推進課 評価者 企業立地推進課長　高野　信一

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名
離島等サテライトオフィス整備推
進事業

事業期間 平成 ２９ 年度 ～ 令和 元 年度


